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株式会社シバタ行動計画 

 

令和 7年 3月 28日 

 

 

      社員が仕事と子育てを両立させることができ、社員全員が働きやすい環境を作ることによって、すべて

の社員がその能力を十分に発揮できるようにするため、次のように行動計画を策定する。 

 

１． 計画期間 令和 7年 4月 1日～令和 12年 3月 31日 

 

２． 目標と取組内容・実施時期 

 

 

目標１： 属人化を防止・解消するため、業務内容、業務体制の見直した上で、 

国の助成金を有効活用しながら、女性の育児休業取得率を 100％、 

男性の育児休業取得率を 30％とする。 

 

＜対策＞ 

●令和 7年 4月～ 

全社員に対し、社内の育児休業制度・育児短時間勤務制度、育児休業給付、休業中の社会保険料免除など

について周知する。 

●令和 8年 4月～ 

全社員に対し、社内の育児休業制度・育児短時間勤務制度やその他必要とする制度について、 

アンケート調査を実施、集計後、規定改訂案、新規程案を検討する。 

●令和 9年 4月～ 

就業規定改訂、運用開始 

●令和 10年 4月～ 

全事業所における業務の属人化状況をアンケート調査で把握、必要とするマニュアル作成、 

適正人員の確保、代替要員の確保の為の採用手法・計画を立案。 

●令和 11年 4月～ 

育児休業希望対象者を集計した上で、採用計画のもと、採用活動を実施。 
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  目標 2：育児休業等を取得しやすい環境作りのため、コンプライアンス委員会、 

衛生委員会の指揮命令系統のもと、時間外労働の管理を徹底し、 

不要な時間外労働を無くし、月平均残業時間を 20時間以内とする。 

 

＜対策＞ 

●令和 7年 4月～  

衛生委員会による時間外労働の集計・平均を算出（以降、3年間）。 

●令和 8年 4月～令和 10年 3月 31日 

衛生管理者・保健師・産業医らで残業が多い対象者へ面談・所属事業所の職場巡視。 

●令和 10年 4月～  

コンプライアンス委員会にて、衛生管理者・保健師・産業医の意見を踏まえた上で、 

当社の時間外労働の実態に関して議論し、その実態に即した施策を検討する。 

（例：人事評価制度を見直し、時間外労働を抑制する、属人化している業務を標準化する等） 

●令和 11年 4月～ 

時間外労働削減のための制度・施策の運用開始、随時効果検証を行い、 

効果が薄い場合は、必要と考えられる修正及び追加施策を行う。 

以上 


